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月例研究会 2000年度報‐告・要旨

日本言語‐政策学会の「月例研究会Jは|、 学会員の相互研修、若手研究者の育成、
また、当学会の活動内容の一端を学1会員以外の人にも広く,知|ってもらうことを目的

に、2005年 1月 に設けられました.。 外部からも講1演者の招聘を行うなどして、従来

の学問嶺1域に留まらず、学際的、学1科横断的な研究成果あるいは実践報告を
―交えた

知見を、互に共有しかつ活発 |こ議論するための貴重な場として今日にいたつていま

す。また、昨年 (2006)は 、多くの方々の参力|・ 協力を得て長崎での「月例研究会」

を実施することもできました。東京以外の地での開催、今後も行うことができれば

と考えています。これからさらに充実した r研
‐究会」にすベーく、みなさんの積極的

な参加・協力を心からお願いする次第です。

(文責 木村哲也)
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ハワイ語再活性化運動の現況

―ナーヴアヒー校卒業生に対する追跡調査報告―

松原 好 次

(2006。 1.28)

ハワイにおけるハワイ語復権の動きは、先住民族言語再活性化のモデルと目されている

(松原好次 2005「ハワイ語再活性化運動の成果と今後の課題 :言語政策の観点から」『 言

語政策』倉J刊号参照)。 しかし、仔細に調査することによって、この運動が様々な課題を抱

えていることも見えてきた。その一例として、就学前から高校までハフイ語によるイマー

ジョン保育・教育を受けた若者たちが、少数言語としてのハワイ語を保持できる環境にい

るかどうかという問題がある。高校卒業後、ハフイ内外で進学あるいは就職した若者たち

は、否応なく優勢言語 (英語)の社会に放り出され、10数年かけて獲得した少数言語とし

てのハワイ語を保持・活用することが困難になると予想できるからである。

1990年代以降、少数言語復権の試みが世界各地で推進されるようになつていて、再活性

化の具体例は様々な形で報告されているが、プログラム修了生たちの追跡調査は発表され

ることが少ない。わが国においても、アイヌ語や琉球語の再活性化運動や外国籍児童生徒

のための母語指導が行なわれるようになつてはいるが、ハワイ語の場合と同様、再活性化

の試み自体に焦点が当てられているため、その言語を身につけた子どもたちの将来に関わ

る責任問題は蔑ろにされる傾向にあると言えよう。

本発表では、ハワイ島ヒロ市の郊外にあるKe Kula`O NawahTOkalani`Opu`u(ハ フイ語イ

マージョン校、略称ナーヴァヒー校)の卒業生たちが、ハワイ語をどのように保持・活用

しているかを現地調査に基づいた資料で報告することによって、国内外の少数言語復活の

試みに新たな視点を提供 したい。卒業生 (第 1期生から第 3期生)に対する追跡調査によ

つて明らかになつたことは、獲得したハワイ語を活かせる職種が限られているという否定

的な側面とともに、「ハワイ語再母語化」の兆しがわずかながらではあるが見られたという

点である。
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今 後 の 小 中連 携 の 国 際
日英 語 教 育

渡邊寛治

(2006.2.25)

今、日本は国際化の進展に伴い、国際性豊かな児童生徒の育成を求めている。平

成 16年 8月 に文部科学省より47都道府県の教育委員会へ配布 された『 初等中等教

育における国際教育推進検討会報告～国際社会を生きる人材を育成するために～』

(平成 16年 8月 12日 、初等中等教育局長決定)の第 1章 「国際教育の意義と今後

の在り方」によれば、同省は初等中等教育段階の全人教育で次の 3つの資質 。能力

を育成する方針を示 している。

●共生 :εο″γゴyゴaFゴ
`y②
個の確立 :ゴあ″ォゴ′/(主 体性)0自 己決定・行動力 :

ゴ″ゴ
`raι
ゴ′θ

このような方針を受けて、日下、地域で発信する国際 。英語教育改革事業が各地

で展開されている。例えば、筆者が支援中の東京都豊島区では、平成 18年度より

国際性豊かなまち豊島区を担 う人材を育成するために、「小中連携の英語によるコ

ミュニケーション活動 (=英語活動 )」 を通 して、人権尊重の精神を基調 とした児

童生徒の国際感覚を養 うとともに、実践的コミュニケーシ ョンカ (資質・能力)の

育成を重視 しながら、①「誰とでも主体的にかかわろうとする子ども」②「互いに

気持ちや考えを英語で伝え合 うことができる子ども」③「豊かな国際性を身に付け

た子ども」像を目指 した教育改革を推進している。

平成 4年度からの小学校英語活動の成果として、子どもの関心事を重視したAL

Tと の楽 しい英語活動を通して子どもたちの「積極性→主体性」が育まれることが

明らかになっている今、同区の国際・英語教育においても児童・生徒の心的発達に

応じた小中連携の英語によるコミュニケーション活動を積極的に推進する教育改

革事業を展開している次第である。因みに、文部科学省の方針も小学校段階では

「(文 法 。文型等の )ス キル学習」ではな く、上記のよ うな 「国際 コ ミュニケー シ

ョンの素地作り」をねらいとすると公表している 【平成 18年 3月 27日 の中央教育

審議会外国語専門部会の報告】。
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日中韓 の小 中高 校 にお け る相 互言語教 育 の可 能 性 を考 え る

中野佳代子

(2006.3.25)

財団法人国際文化 フォーラムは、2007年 に 20周年を迎える。世界の小中高

校生が互いの「ことばと文化」を学びながら相互理解を深めていくことを願い、

海外の 日本語教育 と日本の外国語教育、特に隣国のことばである中国語、韓国

朝鮮語 を促進す る事業に取 り組んできた。外国語教育及び文化理解教育の 目

標・内容・方法を研究 しながら、教育を支える教師への支援・ネ ットワーキング、

教材・素材の開発・寄贈、行政への働きかけ、情報提供などの事業を行つている。

さらに海外の日本語教育と日本の外国語教育を連携 させ ることで、言語教育

を学校・教師・児童生徒間の交流の促進に繋げられないか と考え、さまざまな

試み もしてきた。特 に日中間では、互いの言語を教える教師間のセ ミナー、合

同研修、友好クラス・学校間交流などを行つてきた。相互理解をめざした「相

互言語教育」と捉 えている。若い人たちには、交流の基盤 をなすお互いの言語

にまず関心を持つて欲 しいと思 う。

外国語学習も教室の中だけでは限界がある。いまや母語話者 との交流は不可

欠である。そのなかでも重要なのは個 と個の対話。小中高校生への外国語教育

の最終 日標は、人 と人をつなげることではないか。文化学習にしても、「ある

国の文化」を学ぶのが最終日標ではない。対話の相手である人を理解するため

に文化の学びが必要だ。未知の言語 と文化を学ぶ ことで、自他の理解を深め、

個 と個の対話を進める。そして異なる言語 。文化的背景を持つた人 とどう付き

合つていくか、未知 の言語 との遭遇はその契機を与えて くれる。

日本の若い人たちには、隣人のことばとしてもつと韓国朝鮮語、中国語を勉

強 して欲 しいと思 う。その学習環境を整えたい。現在はまだ高校が取 り組みの

中心になつている。外国語 とい うと英語の比重が年を追 うごとに高まって行 く

中で、中国語、韓国朝鮮語への取 り組みを活性化 させるには、さまざまな組織

(文科省、教育委員会、学校、財団など)と の連携も必要 となる。そのコーデ

ィネーターとしても働 き、今は高校 と大学の先生方 とで研究グループを立ち上

げ、高校 における両言語の「学習のめやす」 (コ ミュニケーションと文化の学

習の 目標設定のための指標 )の 開発に取 り組んでいる。「他の発見、自己の発

見、つなが りの実現」をキーワー ドに、2007年 3月 を目処に完成を目指 してい

る。

(財団法人国際文化フォーラム 理事兼事務局長 )
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言語教育観 と言語教育政策

一日本語教育における歴史と教育―

細川英雄

(2006.4.22)

本発表では、はじめに、個人一人一人の中にある言語教育観 と、社会 としての制

度の問題である言語教育政策 との関連への問題意識を述べた上で、言語教育をめぐ

るこの二つが、どのよ うに結びつき、それが互いにどのように関わるのかを考える

ことを試みた。

まず戦後の日本語教育における言語 と文化の扱い とその推移の概略を紹介 しつ

つ、その推移の源流 としての、原理を発見・探求 し、その成果を応用する代表的な

二つの教育思想、牧野成一とネ ウス トプニーの理論について批判的に考察 した。

さらに、そ うした原理探求・応用型の日本語教育から、学習者 自らの思考と表現

の日本語教育へとい う方向性の重要性を指摘 し、おわ りに、 日本語教育と社会・政

策。政治について論及 した。

言語教育 と言語教育政策の関係については、政策を、枠組み としての社会におけ

る制度 として規定 し、政治は、枠組みとしての社会をどうつ くるかとい う行為のシ

ステムと考えた。その際に、言語教育実践者の仕事を、明確な教育観 を持ち、政治

に対して教育実践者 として発言できる個人の育成することであるとするならば、そ

のことが教育実践者 としての役割であると確認 した。言語教育実践者は、この教育

的行為において、政治に参画す ることができるのであり、その意味において政治を

動かす ことは、いつでもどこでも (教室、教室外、地域、海外の別を越えて)可能

であるとした。

(早稲 田大学 )
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開発 と文化

上野景文

(2006.5.27)

グアテマ ラは 1996年 まで、36年 間 とい う長 きにわたる内戦 で、20万人 もが戦死

した。和平協定が結 ばれ た今なお 、軍部の抑圧 、所得格差、先住 民への差別があ り、

民主化の課題 と結びつ いている。人 口構成 は、先住民 (マ ヤ系 )52%、 ラデ ィー ノ

(混血 )45%。 自人 は 2%程度で ある。先住民は、表面は欧州的な生活様式を受 け

入れ ているが、基層 には独 自の文化 を保 つている。公用語はスペイ ン語 で、約 650

万人の先住民の うち、バ イ リンガル は 400万 人。150万人は土地 の言葉 しか話せず、

結果的に差別 につなが つている。 グアテマ ラの開発 は、先住民 をど う参加 させ るか

が最重要課題 である と言 える。

日本の ODAは、民主化支援 と社会的資本 の整備 が中心である。先住民居住地 (山

間部 )の上水道や道路 の整備、地場産業の活性化な ど 60～ 70の 案件 を持 つている。

言語関連では、マヤ系言語の表記法統一事業の支援 、識字率向上のための寺子屋事

業、学校での教科書無償配布事業 な どに取 り組んでいる。いずれ も先住民地域に集

中す る形で進 め られ て い る。先住 民 と一 口に言 つて も、22の言語集団に分かれ、全

体 をま とめる組織力や リーダーの育成 に困難 がある。マヤ語 は裁判所で も使用 され

ていない し、テ レビにもマヤ語チャンネルはない。22言語の うち、マヤ話だけを公

用語に追加する事には、賛否両論あるが、先住民の象徴 としてマヤ語の地位を高め

る意義は見逃せない。マヤ系文化を認知することで、グアテマラ国民の一体感、新

しいアイデンティテ ィの構築につながる可能性が指摘 される。

支援は国際機関、各国が互いに凌 ぎを削 りながら取 り組んでいるが、先住民文化

支援を旗印 とする所はない。先住民の思想の根底には、アニ ミズムがあ り、日本の

伝統的思想 と相通 じるものがある。文化支援には、保護かサバイバルか、少数文化

を抑圧 してきた先進国が、多文化主義を開発途上国に推奨する正当性があるのか、

など、議論の尽きることはない。 しか し、ア ミニズムとい う共通の世界観を持つ 日

本の対グアテマラ支援は、欧米が乗 り出せない、先住民文化支援を柱 とすることが

可能なのではないだろ うか。
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ヨー ロッパの外 国語教育 を教育観 口言語政策か ら見 る

吉島茂

(2006.9。 16)

現在 ヨー ロ ッパでは外 国語教育が、現場 の教室か ら言語教育政策全般 にわた る大

きな規模で動 いている。現場 では European Language Portfolio(ELP)が 実践 されて

いる。これ は外国語教育 が単なる学校での教育の枠 を超 えて、生涯教育 に拡大 した

ことを反映 している。 そ の背後 にはさらに EUに代表 され る経済圏の拡大、それ に

伴 う人口移動 が挙げ られ る。

そ うした背 景下での言語教育の新 しい理念 を纏 めたのが Council of Europeの

θο″″ο″ ′″rορθ′″ Fra″θ″οr力 OF′θFθFθ″σθ Fοr ι′″g″agθ s′  ιθar″ゴ″多  `θ′οカゴ″
“

assθ ss″θ″ι (2001)で あ る。 そ こで謳 われている理念 と ELPの 関係 を、その重要 な

概念を手がか りに論 じた。

ELPは 3部 か らなる。 1.言語バスポー ト (language passport)は 習得 した全言語

の名前、そ の言語の公 的能力評価、外国滞在 と異文化体験 を記入 し ;2.外 国語履

歴書 (language biography)に は学習 した (覚 えた )言語学習の進歩状況 、それ ら

の能力の 自己評価、適用 した学習方略 と練習方法を記 し ;3.作品集 (dossier)に は

自己の言語 学習の記録 、外 国語で書いた ものな どを保存す る。

重要なのは この ELPを 、誰 もが生涯保持 し、進学や就職 の時などに、国境 を越 え

て、言語 を超 えて提示 で きることである。

この ELPが機能す るた めには、誰 もが記入でき、読んで理解 できなけれ ばな らな

い。子 どもか ら大人 まで 、多 くは 3種類が用意 され る。 その基になるのが Can Do

Statementに よるレベル表 である。それ は何がで きるかによつて言語能力 を測 り、

言語活動 を人間の社会 生活 の中での行動 の一部、行動 の 目的 を達成す るための一手

段 と見なす ものである。今や外国語の学習には様 々な側面が認 め られ、単に言語技

術の習得ではな く、異文化 を背負 う人 との コミュニケー シ ョン能力の獲得 と見な さ

れ る。現在 ヨー ロッパ が意図す るのは、市民すべてが複数 の言語を多かれ少 なかれ

身につけ (複 言語主義 )、 その言語 を話す他文化 の成員 とコ ミュニケー シ ョンす る

方法も身 につ け (複 文化 主義 )、 多言語 、多文化 が有機的 に共存す る ヨー ロッパ を

実現するこ とである。

(聖徳大学 )
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言語 政 策学 会 へ の 期 待

江副隆秀

(2006.10.28)

2004年 のスイスの国際経営開発研究所が発表 した世界主要 60カ 国の競争カラン

キングの中で、 日本の総合順位は 21位 だつた。 この数字だけ見ればまあまあに見

えるが、法人税率と外国語運用能力の二つの項 目では 60カ 国中、60位だつた。現

在の先進国世界の中でお話にならない状況にある。これに単純に正比例するわけで

はないが、世界 レベルでの大学教育の評価 も相当低い。

こうした事実を前に して、それ こそ、日本の言語政策学会が可及的速やかに立ち

上がって 日本人の外国語運用能力の向上に向けて提言等をす ることが期待 されて

いる。

企業を始め、国民も国家も、外国語運用能力が優れた青少年の誕生を真剣に必要

とし始めている。日本の言語政策学会は国民から大きく期待 されていると言つても

過言ではないだろう。

例えば、EUで は、CEFR(ヨ ーロッパ共通参照枠 )が 現実のものとなつて、動き始

めている。どの言語にもかかわらず、販売 されている語学教科書には Alだ の B2だ

のとマークが入るよ うになつた。言語政策が一国の問題ではなく、実は、個人の能

力をどのよ うに標準化 して高めるか とい う目標 を一定程度達成 していることは明

らかだろう。

日本でも日本語教育スタンダー ドの作成などが提唱されているが、各組織が分断

された状態で何かが決定 されるのではなく、アメリカンスタンダー ドの作製過程 と

同じように、幼稚園か ら大学院までが同じテーブルで言語政策について語れるよう

な環境作 りもまた、言語政策学会に課せ られた課題であるか と思われる。

なお、当日の講演では、後半は、日本語教育の現場か ら作成 された文法について

の説明を行つた。

言語政策学会は、国内の惨糖たる言語教育に対 して提言をな し、少なくとも、主

要 60カ 国中 59位 でも、58位 にで も高める努力が求められているのかもしれない。

何 しろ、今後増加する可能性がある外国人に対 し、日本語教育はもとより、同時に

母語でカウンセ リングをしたり、指導 した りする日本人が大量に求められるのも必

然であるからだ。

(新宿 日本語学校 )
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夜 間 中学で学 ぶ 外 国人学習 者 の社 会 参 加

宮崎里司

(2006.11。 1)

平成 16年 9月 1日 調査によれば、公立小 。中・高等学校に在籍する日本語指導

が必要な外国人児童生徒数は、19,678人 (平成 15年度 19,042人 )で 、前回から 3.3%

増カロしている。母語別では、ポル トガル語 7,033人 (6,772人 )、 中国語 4,628人 (4,913

人 )、 スペイン語 2,926人 (2,665人 )で 、外国人在住者数の増加に伴い、社会、労

働問題の共起が予想 されるなか、教育問題 も看過できない。このような文脈の中で、

夜間学級の形態も変化 し、これまでのような中高年齢者や障害者の外に、中国帰国

者、在 日韓国 。朝鮮人、及び 15歳 以上の新渡 日外国人 (い わゆるニュー・カマー

の外国人)な ども増 えてきた。

筆者は、2002年 12月 に締結 された早稲田大学 と東京都墨田区との産学連携協定

の連携事業に関わつたのを契機に、2004年度 5月 より、学校支援ボランティアとし

て、始業前の補習、カ ウンセ リング (主 に若年層の学生対象 )、 日本語学級での 日

本語授業補助を通 し、墨田区立文花中学校夜間学級での日本語教育支援を実施 して

いるが、途中から入学する外国人生徒の対応について、日本語支援に加 え、生活支

援のための教育も期待 されるため、疲弊 してしま う日本語教員の問題が顕著化 して

いる。本発表は、こ うした現場からの報告を基に、夜間中学で学ぶ外国人学習者の

社会参加 における問題点や課題について、言語政策の観点か ら、対応すべき施策に

ついて考察する。

(早稲 田大学大学院 日本語教育研究科 )

参考文献

宮崎里司 (2004b)「 新時代の日本語教育をめざして 産学官連携事業と日本語教育 :

地域社会との協同をめざして」『日本語学』 第23巻  62-73 明治書院
東京都夜間中学校研究会引揚者教育研究部・定住外国人教育専門部 (2005)『東京の中学校夜
間学級に学ぶ外国人および帰国者に関する調査』東京都夜間中学校研究会・事務局
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地域に密着 した日本語支援の広が りと深まり

永井智香子

(2006.11.1)

ボランティアとして外国人に 日本語を教えるとい う活動は 日本全国で見られる。

そして、長崎市にもいくつか 日本語ボランティアグループがある。本発表では日本

語ボランティアグループ「楽 しい 日本語」設立の経緯 と設立に関わつた経験からわ

かったことや感 じたことを報告す るとともに長崎市の 日本語ボランティアグルー

プについて簡単に紹介 した。

「楽 しい 日本語」は平成 16年 の 5月 か ら 7月 にかけて開かれた 「地域で 日本語

ボランティア教師一日本語教授法入門―」 という公民館講座の修了生 13名 で平成

16年 9月 に結成 された。月に 1、 2度集ま り、自主勉強を重ね、平成 18年の 1月

から実際に外国人にティームテ ィーチングを始めた。実際に教え始めてからボラン

ティアのメンバーに大きい変化が見 られた。それまで行つていた模擬授業では得 ら

れない 日本語を教えながらの外国人 との交流を心か ら楽 しむようにな り、授業にさ

まざまな創意工夫をこらし、毎回の授業が新 しい発見のようで、生き生きと教え始

めたのである。日本語ボランティアグループにとつて教える現場を持つとい うこと

の大切 さを実感す ると同時にボランティアで日本語 を教えるとい う活動の醍醐味

も彼 らの活動報告か ら伝わつて くる。実際に日本語を教えて どうかと聞いてみると、

たとえば、次のような答えがかえつてきた。「外国人の方に 日本語を教えることだ

けではなく、人間としての交流ができるのが楽しい。」「ボランティアの場合は先生

と生徒 とい う感 じじゃない。お互いに学び合 うとい う感 じで、自然に～さんと呼び

合つている」「自分は英語を勉強 しているので、日本語の授業が終わったあとに、

英語をちょっと教えてもらった りもする。自分の英会話サークルにグス トとして来

てもらったこともあ り、互いに助けあつている。」「教えていて、自分の 日本語に対

する新 しい発見がある。」

最後に地域の日本語ボランティアグループの中から「日本語ネ ッ トワーク IN長

崎」 と「いろは塾Jについて簡単に説明 した。
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日本語教 育 支援 学 の確 立 に 向 けて

嶋津拓

(2006.11.1)

国際交流基金が海外に派遣す る日本語教育専門家 (以 下、「基金専門家」とい う)

は、(a)日 本語教育の現場で学習者を対象に日本語教育に直接従事する専門家 と、

(b)任国の日本語教師に対す る研修やコンサルティング、 日本語教育のシラバス

やカリキュラムの開発、日本語教材や各種メディアによる日本語学習番組の制作等

に直接的あるいは間接的に関わることで、当該国の 日本語教育全体を支援する立場

の専門家に大別され るが、海外における日本語教育の状況変化に伴つて、近年は (b)

の範疇に含まれる基金専門家、すなわち「日本語教育支援」に関わる専門家が増え

ている。また、(a)の 業務を主たる任務 とする基金専門家も、最近は任国の拠点的

な教育機関で学習者 を対象に 日本語教育に直接従事するだけでなく、その教育機関

を足場に して任国全体の日本語教育を支援する業務を遂行す るケースが増えてき

ている。

「日本語教育支援」に関わる基金専門家にはどのような知識 。能力が必要だろ う

か。むろん「日本語教育支援」に関わる基金専門家もその前提 として「日本語教育」

専門家でなければな らないが、「日本語教育支援」専門家の場合は、 日本語教育学

に関する知識や 日本語教育についての様々な専門的能力 。経験のほかに、(1)任国

の教育行政や言語政策・外国語教育政策に関する知識、(2)任国の 日本語教育の現

状と課題に対する洞察力・理解力・分析力、(3)任 国の 日本語教育に対する支援方

針の立案能力等が求められるのではないかと考えられる。

日本の国内においても海外においても、1980年代の後半頃から「日本語教育学」

という言葉が定着 してきた。それまでは日本語学あるいは外国語教育学の下位分野

と位置づけられることが多かつた「日本語教育学」とい う学術領域がひとつのディ

シプ リンとして確立す るようになつたとも言える。 しか し今後は、この「日本語教

育学」に 「日本語教育支援」の現場から得 られる知見を加 えて、「日本語教育支援

学」とで も言 うべき学術領域が確立されていく必要があるのではないかと考える。

「日本語教育支援学」は「日本語教育支援」の現場か ら栄養を得て成長 していくの

と同時に、「日本語教育支援」の現場に各種の有益な示唆を与えて くれることだろ

う。

この 「日本語教育支援学」とい う学術領域の全体像を現時点で明確にすることは

できないが、ひとつの予想 としては、海外諸国の「政策」(言語政策 )と 日本の「政

策」 (国 際文化交流政策)あ るいは 「教育」と「支援」の相関関係 を分析すること

が重要な部分を占めることになるのではないかと思われ る。

(長崎大学留学生センター )
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長 崎市の言語サー ビス と日本語支援

一読み書き能力支援を中心に一
仲矢信介
(2006.11.1)

まず地域において、その地域の主たる言語 (こ の場合は日本語)を 母語 としない
人々に対 して、どのよ うな言語保障が必要であるかを、河原 (2004)を 引いて論 じ、

長崎市において、それが どのように、どの程度実現 されているかを、文献、関係者
へのインタビューによって調べ、報告 した。その過程で、以下のことを見いだ した。

1.自 治体による、いわゆる言語サー ビスは、以下のように活発におこなわれて
いるものの、ボランティアヘの過度の依存に代表 される、じゅうぶんとは言

いがたい面を残 している。

1)三 言語 (英語 。韓国語 。中国語)に よる生活情報提供 (長崎市国際課 )
2)「地球市民ひろば」における活動―交流 と情報交換の場の提供、初級 日本
語講座、折 り紙講座、国際理解講座等の主催、生活相談 (英語 。中国語 )、

(長崎市国際課 )

2.以 上によつてカバー しきれない部分は、NPOに よる貢献、行政から NPOへ の
委託 より支えられている面が強い。 このことは、「日本語いろは塾」 (代表・

宮崎塾労 氏)の 活動に代表 され、
1)中 国帰国者支援 (長崎県 との連携事業 )
2)子育て支援事業 (独 立の活動 )の ほか、さまざまな活動をおこなっている。
3.個 人間ネ ットワークによる支援 も、重要な役割を果たしている。一例 として、
プラジル出身在住者、Aさ んの言語生活を紹介 した。この人物は、以下のよ

うな条件を備えている。

・ 夫が日本人で、スペイ ン語も解する。子 どもはいない。
・ スペイン語 を解する日本人の友人が数名いる。
・ スペイン語 を解 さないが、 日本語でゆつくりわか りやす く話 してくれ
る日本人の友人がいる。

・ ITに 習熟 しており、ル ビふ リソフ ト、読解支援 ソフ トを活用。
・ 英語をい くらか解する。

4。 国の言語政策、 自治体の諸施策 (言語サー ビス )、 ボランティアの活動、個人

のネ ッ トワークによる問題解決、それ らの背景に流れる社会的 。政治的・歴

史的状況、等々をダイナミックに、かつ包括的にとらえる理論的枠組みが必

要である。
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